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１ 過去３年間の収支状況

単位：千円

２ 過去３年間の施設利用状況

交通指導状況（単位：人） 945 811 851

6,457

交通遊園利用状況（単位：人） 8,660 7,822 7,685

交通指導状況（単位：団体） 20 19 20

会場利用状況（単位：人） 33,736 25,838 28,387

会場利用状況（単位：回） 2,874 2,900 2,766

収支差額①－② 0 995 -3,413

指　　　　標 令和２年度 令和３年度 令和４年度

本社管理費 7,860 8,595

支出合計② 53,712 53,685 58,403

委 託 費 20,135 20,209 20,260

雑     費 6,285 5,518 6,318

人 件 費 10,059 9,408 10,193

光熱水費 10,776 10,690 13,037

収入合計① 53,712 54,680 54,990

支出内訳 令和２年度 令和３年度 令和４年度

雑　収　入 46 30 40

収入内訳 令和２年度 令和３年度 令和４年度

指定管理料 53,666 54,650 54,950
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○宮崎県福祉総合センター管理規則 

平成17年９月29日規則第89号 

改正 

平成26年10月３日規則第53号 

宮崎県福祉総合センター管理規則をここに公布する。 

宮崎県福祉総合センター管理規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、公の施設に関する条例（昭和39年宮崎県条例第７号。以下「条例」という。）

第７条及び第13条の規定に基づき、宮崎県福祉総合センター（以下「センター」という。）の管

理及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（センターの施設の種類） 

第２条 センターの施設の種類は、次のとおりとする。 

(１) 本館 

(２) 人材研修館 

(３) 児童交通遊園 

（開館時間） 

第３条 センターの本館、人材研修館及び児童交通遊園（以下「本館等」という。）の開館時間は、

次のとおりとする。 

(１) 本館 午前８時30分から午後９時30分まで 

(２) 人材研修館 午前８時30分から午後５時まで 

(３) 児童交通遊園 午前８時30分から午後５時まで（５月１日から９月30日までの期間にあっ

ては、午前８時30分から午後６時まで） 

２ 前項の規定にかかわらず、知事は、必要があると認めるときは、臨時に同項に定める開館時間

を変更することができる。 

（休館日） 

第４条 センターの休館日は、12月29日から翌年の１月３日までの日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、知事は、必要があると認めるときは、臨時に、同項に掲げる日を休

館日とせず、又は同項に掲げる日以外の日を休館日とすることができる。 

（利用の許可の申請） 



 

- 3 - 
 

第５条 本館等の施設又は設備（以下「施設等」という。）を利用しようとする者は、知事の許可

を受けなければならない。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、利用しようとする日の２月前の日から前日までに宮崎県福

祉総合センター利用許可申請書（別記様式第１号）を知事に提出しなければならない。 

（利用の許可） 

第６条 知事は、前条第２項の規定により宮崎県福祉総合センター利用許可申請書の提出があった

場合において、施設等の利用の許可をするときは、当該申請者に宮崎県福祉総合センター利用許

可書（別記様式第２号）を交付するものとし、利用の許可をしないときは、当該申請者に宮崎県

福祉総合センター利用不許可通知書（別記様式第３号）により通知するものとする。 

２ 知事は、必要があると認めるときは、前項の許可に管理運営上必要な条件を付すことができる。 

（許可の基準） 

第７条 知事は、当該申請者の利用が次の各号のいずれかに該当する場合は、施設等の利用を許可

しないものとする。 

(１) 公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあると認められるとき。 

(２) 施設等をき損するおそれがあると認められるとき。 

(３) その他センターの管理運営上支障があると認められるとき。 

（利用許可の取消しの申出） 

第８条 第４条第１項の許可を受けた者（以下「利用者」という。）が利用の許可の取消しの申出

をするときは、センター利用許可取消申出書（別記様式第４号）を知事に提出しなければならな

い。 

２ 知事は、前項の規定によるセンター利用許可取消申出書の提出があったときは、当該申出書に

係る利用の許可を取り消し、その旨を当該利用者に通知するものとする。 

（利用の制限） 

第９条 知事は、必要があると認めるときは、区域を定めて、施設等の利用を制限することができ

る。 

（指定管理者による管理の場合の読替） 

第10条 条例第10条の規定によりセンターの管理を指定管理者に行わせる場合（以下「指定管理者

による管理の場合」という。）における第５条から前条までの規定の適用については、これらの

規定中「知事」を「指定管理者」に読み替えるものとする。 
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２ 指定管理者による管理の場合は、第３条及び第４条の規定にかかわらず、当該指定管理者は、

必要があると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、センターの開館時間を変更し、又は

休館日を変更し、若しくは別に定めることができる。 

（指定管理者の指定の申請） 

第11条 条例第10条の２第１項の規則で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

(１) 定款、寄附行為、規約又はこれらに準ずる書類 

(２) 法人にあっては、法人の登記事項証明書 

(３) 知事が指定する事業年度における決算に関する書類又はそれに相当する書類 

(４) 団体の業務概要及び業務実績が確認できる書類 

(５) その他知事が必要と認める書類 

（指定管理者の指定の基準） 

第12条 条例第10条の２第３項第４号の規則で定める基準は、次に掲げる基準とする。 

(１) センターを、県立母子・父子福祉センターと一体的に維持管理すること。 

(２) 交通安全指導を行う者及び児童福祉施設の設置及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令

第63号）第38条第１項に規定する児童の遊びを指導する者を配置すること。 

(３) その他知事が必要と認める基準 

（指定管理者が行う業務） 

第13条 条例第10条の３第３号の規則で定める業務は、次に掲げる業務とする。 

(１) 児童交通遊園を利用する団体の交通安全指導及び児童の遊びの指導に関する業務 

(２) その他知事が必要と認める業務 

（指定管理者の管理の基準） 

第14条 条例第10条の４の規則で定める管理の基準は、次に掲げる管理の基準とする。 

(１) 関係する法令、条例、規則等の規定を遵守し、適正なセンターの管理運営を行うこと。 

(２) 利用者に対して適切なサービスの提供を行うこと。 

(３) センターの整備及び物品等の維持管理を適切に行うこと。 

(４) 指定管理者が業務に関連して取得した個人に関する情報を適切に取り扱うこと。 

（協定書の締結） 

第15条 知事は、次に掲げる事項について、指定管理者と協定を締結するものとする。 

(１) 条例第10条の３各号に掲げる業務（以下「指定管理業務」という。）の実施に関し必要な
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事項 

(２) 前条各号に掲げる管理の基準に関し必要な事項 

(３) 指定管理業務の事業報告に関する事項 

(４) 前３号に掲げるもののほか、センターの管理運営の適正を期するために必要な事項 

（事業報告書等の提出） 

第16条 指定管理者は、毎年度終了後１月以内に、次に掲げる書類を知事に提出しなければならな

い。 

(１) センターの指定管理業務に関する事業報告書 

(２) 決算に関する書類 

(３) その他知事が必要と認める書類 

（原状回復） 

第17条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は地方自治法（昭和22年法律第67号）

第244条の２第11項の規定により知事が指定管理者の指定を取り消し、若しくは期間を定めて業務

の全部若しくは一部の停止を命じたときは、センターを速やかに原状に回復しなければならない。

ただし、知事が特に原状に回復する必要がないと認める場合には、この限りでない。 

（秘密の保持） 

第18条 指定管理者若しくは指定管理者であったもの又は当該指定管理者の指定管理業務に従事し

ている者若しくは従事していた者は、その業務に関して知り得た管理運営上の秘密を、他人に知

らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 

（委任） 

第19条 この規則に定めるもののほか、センターの管理及び運営に関し必要な事項は、知事が別に

定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 条例第10条の２第３項の規定により指定管理者を指定した場合において、この規則の施行の日

以後に、この規則の規定により、知事がした処分、手続その他の行為又は知事に対してされた手

続その他の行為は、この規則の相当規定により、指定管理者がした処分、手続その他の行為又は
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指定管理者に対してされた手続その他の行為とみなす。 

附 則（平成26年10月３日規則第53号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

別記 

様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第８条関係） 
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宮崎県福祉総合センター利用許可申請書 

 

年  月  日   

   宮崎県知事     殿 

   （指定管理者   様） 

 

住 所             

団体名             

代表者名        ○印    

連絡先             

 

  宮崎県福祉総合センター管理規則第５条第１項の規定により、次のとおり施設の利用

の許可を申請します。 

利用目的  

利 用 日 年  月  日 利用人員 名 

利用時間 時  分～  時  分 開催時間 時  分～  時  分 

本    館 人材研修館 

□ １階 ミーティングルーム（25名） □ ２階 介護研修室（24名） 

□ １階 ワーキングルーム（10名） □ ２階 一般介護実習室（24名） 

□ ２階 セミナールームⅠ（36名） □ ２階 入浴介護実習室（24名） 

□ ２階 セミナールームⅡ（36名） □ ３階 中研修室（105名） 

□ ２階 セミナールームⅢ（36名） □ ３階 会議室（18名） 

□ ３階 共用会議室（20名） □ ３階 調理実習室（24名） 

児童交通遊園 □ ４階 大研修室（198名） 

□ 交通安全指導等 □ ４階 演習室①（16名） 

□ ゴーカートの貸出 □ ４階 演習室②（16名） 

□ 自転車の貸出 □ 講師控室及び研修準備室 

そ の 他 駐車台数 責任者名 

□ マイク（ 本） 

台  

□急須（ 個）、湯呑（ 個） 

□ コーヒーカップ（ 個） 

 備考 １ 利用したい施設（本館、人材研修館、児童交通遊園）及びその他の物品の□

内にレ印を付すとともに、物品については、必要数を記入してください。 

    ２ 駐車台数については、利用日に乗り入れる自動車の台数を記入してください。 

    ３ 責任者名については、利用日の責任者の氏名を記入してください。 
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（表） 

 

宮崎県福祉総合センター利用許可書 

 

         様 

 

宮崎県知事        □印    

（指定管理者      ○印）   

 

  宮崎県福祉総合センター管理規則第６条第１項の規定により、次のとおり施設の利用

を許可します。 

利用目的  

利 用 日 年  月  日 利用人員 名 

利用時間 時  分～  時  分 開催時間 時  分～  時  分 

本    館 人材研修館 

□ １階 ミーティングルーム（25名） □ ２階 介護研修室（24名） 

□ １階 ワーキングルーム（10名） □ ２階 一般介護実習室（24名） 

□ ２階 セミナールームⅠ（36名） □ ２階 入浴介護実習室（24名） 

□ ２階 セミナールームⅡ（36名） □ ３階 中研修室（105名） 

□ ２階 セミナールームⅢ（36名） □ ３階 会議室（18名） 

□ ３階 共用会議室（20名） □ ３階 調理実習室（24名） 

児童交通遊園 □ ４階 大研修室（198名） 

□ 交通安全指導等 □ ４階 演習室①（16名） 

□ ゴーカートの貸出 □ ４階 演習室②（16名） 

□ 自転車の貸出 □ 講師控室及び研修準備室 

そ の 他 駐車許可台数 責任者名 

□ マイク（ 本） 

台  

□急須（ 個）、湯呑（ 個） 

□ コーヒーカップ（ 個） 

 備考 １ 利用の際は、裏面の「利用上の注意」をよくお読みください。 

    ２ 駐車スペースに限りがありますので、駐車許可台数を守り、利用者側におい

て責任を持って駐車整理を行ってください。 

    ３ 利用後は、整理・整頓及び点検を行い、必ず利用報告書を提出してください。 



- 9 - 

 

 

（裏） 

 

利用上の注意 

 

 １ 宮崎県福祉総合センターの利用許可を受けた者は、この許可書を利用当日持参し、

本館１階の管理事務所で、利用する会場の鍵の貸与を受けてください。 

   その際、鍵使用簿に必要事項を記入してください。 

 

 ２ 会議等の開催についての問い合わせ及び当日の参加者への電話呼出し等については、

原則として当センターによる対応はいたしませんので、御了承ください。 

 

 ３ 館内において、許可なく宣伝文やポスター等を掲示しないでください。 

 

 ４ 館内の備品を許可なく移動したり、持ち出さないでください。 

 

 ５ 館内の備品が故障したり、破損した場合は、直ちに管理事務所に届け出てください。 

 

 ６ 室内での喫煙はできません。お近くの喫煙コーナーを御利用ください。 

 

 ７ 利用後は、利用責任者において、清掃・点検を行い、机、椅子等は、利用前の状態

に戻してください。 

   その後、利用報告書に必要事項を記入し、鍵とともに管理事務所へ提出してくださ

い。 
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宮崎県福祉総合センター利用不許可通知書 

 

         様 

 

宮崎県知事        □印    

（指定管理者      ○印）   

 

  宮崎県福祉総合センター管理規則第６条第１項の規定により、次のとおり施設の利用

を不許可とします。 

利用目的  

利 用 日 年  月  日 利用人員 名 

利用時間 時  分～  時  分 開催時間 時  分～  時  分 

不許可の

理 由 
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宮崎県福祉総合センター利用許可取消申出書 

 

年  月  日   

 

   宮崎県知事     殿 

   （指定管理者   様） 

 

住 所             

団体名             

代表者名        ○印    

連絡先             

 

  宮崎県福祉総合センター管理規則第８条第１項の規定により、次のとおり施設の利用

の許可の取消しを申し出ます。 

利用施設名  

利用許可日 年  月  日 

利 用 時 間 時  分～  時  分 

取消しの申

出をする理

由 
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○県立母子・父子福祉センター管理規則 

平成17年９月29日規則第90号 

改正 

平成27年３月30日規則第24号 

県立母子福祉センター管理規則をここに公布する。 

県立母子・父子福祉センター管理規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、公の施設に関する条例（昭和39年宮崎県条例第７号。以下「条例」という。）

第７条及び第13条の規定に基づき、県立母子・父子福祉センター（以下「センター」という。）

の管理及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（開館時間） 

第２条 センターの開館時間は、午前８時30分から午後５時15分までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、知事は、必要があると認めるときは、臨時に同項に定める開館時間

を変更することができる。 

（休館日） 

第３条 センターの休館日は、次のとおりとする。 

(１) 日曜日及び土曜日 

(２) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

(３) 12月29日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除く。） 

２ 前項の規定にかかわらず、知事は、必要があると認めるときは、臨時に、同項各号に掲げる日

を休館日とせず、又は同項各号に掲げる日以外の日を休館日とすることができる。 

（利用の制限） 

第４条 知事は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、センターの利用を拒み、又はセンター

からの退去を命ずることができる。 

(１) 公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあると認められる者 

(２) センターの施設等をき損するおそれがあると認められる者 

(３) その他センターの管理運営上支障があると認められる者 

２ 知事は、必要があると認めるときは、区域を定めて、センターの利用を制限することができる。 

（指定管理者の指定の申請） 
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第５条 条例第10条の２第１項の規則で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

(１) 定款、寄附行為、規約又はこれらに準ずる書類 

(２) 法人にあっては、法人の登記事項証明書 

(３) 知事が指定する事業年度における決算に関する書類又はそれに相当する書類 

(４) 団体の業務概要及び業務実績が確認できる書類 

(５) その他知事が必要と認める書類 

（指定管理者の指定の基準） 

第６条 条例第10条の２第３項第４号の規則で定める基準は、次に掲げる基準とする。 

(１) センターを、宮崎県福祉総合センターと一体的に維持管理すること。 

(２) その他知事が必要と認める基準 

（指定管理者の管理の基準） 

第７条 条例第10条の４の規則で定める管理の基準は、センターの維持管理を適切に行うこととす

る。 

（協定書の締結） 

第８条 知事は、次に掲げる事項について、指定管理者と協定を締結するものとする。 

(１) 条例第10条の３第２号に掲げる業務（以下「指定管理業務」という。）の実施に関し必要

な事項 

(２) 前条に掲げる管理の基準に関し必要な事項 

(３) 指定管理業務の事業報告に関する事項 

(４) 前３号に掲げるもののほか、センターの管理運営の適正を期するために必要な事項 

（事業報告書の提出） 

第９条 指定管理者は、毎年度終了後１月以内に、次に掲げる書類を知事に提出しなければならな

い。 

(１) 指定管理業務に関する事業報告書 

(２) 決算に関する書類 

(３) その他知事が必要と認める書類 

（原状回復） 

第10条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は地方自治法（昭和22年法律第67号）

第244条の２第11項の規定により知事が指定管理者の指定を取り消し、若しくは期間を定めて業務
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の全部若しくは一部の停止を命じたときは、センターを速やかに原状に回復しなければならない。

ただし、知事が特に原状に回復する必要がないと認める場合は、この限りでない。 

（秘密の保持） 

第11条 指定管理者若しくは指定管理者であったもの又は当該指定管理者の指定管理業務に従事し

ている者若しくは従事していた者は、その業務に関して知り得た管理運営上の秘密を、他人に知

らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 

（委任） 

第12条 この規則に定めるもののほか、センターの管理及び運営に関し必要な事項は、知事が別に

定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年３月30日規則第24号） 

この規則は、公布の日から施行する。 


